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令 和 ６ 年 度 事 業 報 告 書 

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 

令和 6年度は、国内外ともに不安定な変化への胎動が見られた年であった。 

 海外では、ロシアによるウクライナ侵攻が継続し、これに北朝鮮が関与するという不

安な情報もあり、また、イスラエルとハマスの紛争が終息せず、ガザ地区の住民の困窮

が続いた。年明け後の米国では、大統領選挙で勝利したトランプ大統領が「米国第一主

義」のもと、関税引上げや国際機関からの離脱等により、経済・外交に加え、地球温暖

化への取組みなどの世界の協調体制に深刻な不安が生じている。 

 国内では、発足間もない石破政権が衆議院選挙において与党の過半数割れに追い込ま

れ、野党の主張する「103 万円の壁」や物価高などの諸課題への対応に手一杯となり、政

権運営に安定を欠いている。若者を中心に SNS による情報の発信・取得が日常化してお

り、選挙戦を左右するものとなった一方で、闇バイトなどの犯罪にも利用された。また、

2024 年の出生数は過去最低で 9 年連続して減少している。SNS の利用や少子高齢化は新

聞発行にも影響を与えており、2024 年の一般紙の発行部数が 2000 年に比べ半減している

との調査結果もある。さらに、中国の DeepSeek の登場などにより AI がより身近になり

つつあり、これらが新聞の編集やクオリティにも影響を及ぼすものと考えられる。 

当協会は令和 6 年度も、こうした社会情勢の変化に対応し、公益目的事業を遂行する

団体としての使命と加盟社のための協会運営について検討し実施してきた。 

具体的には、第 31 回を迎えた写真コンクール、専門新聞大会フェスティバルの開催、

取材活動を円滑にするための記者会活動の支援などの公益事業とともに、加盟社の業務

運営を支援する活動を適切に遂行した。 

また、2025 年度に開催される大阪・関西万博において、「メディア関係者入場証（AD

証）」の対象 6 団体のひとつに指定され、加盟社による共同現地取材の実施や AD 証の申

請支援等の取材体制の整備を行った。さらに、国土交通省の「スモールコンセッション」

に関する情報の提供など、今後の変化を見据えた積極的な活動を行なってきた。 

加えて、コロナ禍のため 7 年ぶりに開催された韓国専門新聞協会との合同役員研修会

においては、少子高齢化をテーマとして、情報伝達手段の様変わりによる経営課題など

について率直な意見交換を行った。 

引き続き、加盟社と手を携えながら、変化の激しい時代における専門紙（誌）のさら

なる発展を目指していく所存である。 

 



2 
 

Ⅰ．事業推進活動 

  当年度は、事業計画に基づく、公益目的事業、協会組織強化活動など諸事業を推進

するために次の会議を開催し、その具体的な実行計画を決定して、事業推進の円滑化

を図った。 

 

1．総 会 

令和 6 年 5月 22 日、如水会館において第 101回定時総会を開催し、令和 5年度事

業報告および同収支決算報告の決議・承認を得た。 

 

2．理事会 

理事会を 6 回開催し、事業計画に基づき、協会の業務執行に必要な決定を行った。

また常任理事会、各専門委員会などからそれぞれ提出・報告された事項について審議、

決定した。その他必要に応じて「定款」第 30 条による重要事項について審議、決定

した。 

 

3．常任理事会 

「定款」第 36条～39条に基づき、公益目的事業、協会組織強化活動および理事会

より負託された事項、その他事業運営に必要な事項など協会の諸事業を適正かつ円滑

に執行していくことを目的に 9回開催し、その内容を理事会へ提出した。 

 

4．専門委員会 

「定款」第 40条に基づく専門委員会を、必要に応じ適宜開催した。総務、組織、

記者会、広報、国際交流、情報化、社会文化、新聞大会運営等各専門委員会、および

関西支部会を今年度も引き続き開催した。これら委員会・支部の議論内容を理事会へ

報告、理事会の決定を経て協会の具体的事業の実行・推進にあたってきた。 
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Ⅱ．公益目的事業 

公益社団法人として、「定款」第 4 条に基づき、以下の公益目的事業を実施した。専

門紙（誌）記者取材活動運営事業は記者会委員会、新聞週間における「日本専門新聞大

会」開催事業は新聞大会運営委員会、国民各界・各層に対する専門情報の提供事業は広

報委員会、講演会の開催事業は社会文化委員会がそれぞれ担当して実施にあたった。 

 

1．専門紙(誌)記者取材活動運営事業 

「社会的公益性をもった新聞・通信」を「公共的使命」をもって発行・編集できる

よう支援した。また「記者による取材活動」が円滑に行われるよう運営する一方、専

門紙（誌）の健全な発展を支援し、国民生活の向上と我が国の産業・経済・教育・文

化各層社会の発展に寄与するための活動を行った。 

（1）国会専門紙記者会、国土交通省専門紙記者会に対し、記者の取材活動が円滑に

できるようコミュニケーションを図るとともに、情報収集、情報整理、取材環境

の整備、「帯用証」「記者記章」の発行交付申請手続き、管理など記事作成等の

記者取材活動を支援した。 

（2）総理大臣記者会見、官房長官記者会見の取材者登録の手配など、専門紙（誌）

記者取材活動の充実化を推進した。 

（3）東京都庁内の東京都共用記者室において加盟社の専門紙（誌）記者が取材活動

を円滑に行えるよう、加盟社の「東京都共用記者室利用承認」の申請のために、

加盟社証明書を発行するなど取材活動の支援を推進した。 

（4）成田・東京の各国際空港における取材活動の円滑化を図るため、空港への申請

手続きを行い、「空港取材記者証」を交付した。中部・関西・大阪の各国際空

港については、取材申請を行う体制を整えている。 

（5）専門紙（誌）記者の取材活動が円滑にできるよう、未設置省庁に対し専門新聞

記者会室確保のための情報収集に務めた。 

（6）協会未加入の専門紙(誌)記者に対し、協会加盟、記者会加入手続きおよび記者

会活用による取材活動の効率性などの情報提供を行った。 

（7）その他必要とする活動として、マスコミ倫理懇談会全国協議会の運営幹事会や

「メディアと法研究会」「東京地区マスコミ倫理懇談会」の月例会に参加し、「報

道の自由を守る」ための研究や情報収集に努めた。 

 

2．新聞週間における「日本専門新聞大会」開催事業 

国民の「知る権利」と「言論の自由」の担い手である新聞・通信を中心としたメデ
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ィアの公共的使命を認識し広く国民に啓発する期間として毎年新聞週間が開催され

るが、この機を捉え文化の振興および国民生活の向上等に寄与するため「日本専門新

聞大会フェスティバル」を令和 6年 10 月 17日、帝国ホテル「孔雀東の間」において

開催した。 

（1）写真コンクールの実施 

新聞週間の趣旨を啓発し、かつ専門紙（誌）の役割と特性の理解醸成および普及

を目的とし、新聞または雑誌に不可欠な写真を募集（応募総数 1,037 点）、文部科

学大臣賞をはじめ各賞受賞者 17名を当大会で表彰した。 

（2）新聞週間キャッチフレーズの募集 

新聞週間の趣旨を啓発し、かつ専門紙（誌）の理解醸成および普及を目的とした

専門紙（誌）特有の役割・特性・価値などを主旨として、それにちなんだ「キャ

ッチフレーズ」を国民各界各層から募集し（応募数 2,396 点）、当大会において

入選作（優秀作 1、佳作 2）を発表した。また、協会 HP、加盟各社紙を通じても発

表した。 

（3）時局講演会の開催 

新聞週間の趣旨を啓発し、国民生活の向上、産業経済の発展等に資することを目 

的として、国民各界各層に向けた講演会を次の通り実施した。 

・講 師：慶応義塾大学 経済学部教授 小林慶一郎 氏 

・テーマ：日本経済の展望と課題 

 

3．国民各界・各層に対する専門情報の提供事業 

国民各界各層の、あらゆる分野の産業界および公的機関に対し、的確・迅速に、

また公正・精確に専門紙(誌)情報の提供を行っていくことをもって、国民生活の向上、

産業経済の発展に寄与することを目的とし、次のとおり実施した。 

（1）加盟社掲載の「専門新聞要覧」を編集・発行し、各省庁、在日大公使館、国公私

立図書館、全国の公益団体などへ無償提供を行った。 

（2）専門紙（誌）、専門情報の収集の希望者に的確に対応するため「閲覧室」を整備し 

た。 

（3）協会ホームページの充実化を進め、日本専門新聞大会の広報など国民各界各層への

情報発信機能をさらに強化した。 

 

4．講演会の開催事業 

国民生活の向上、産業経済の発展、専門紙(誌)の発行・編集技術の向上等、国民各
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界各層に向けて実施することにより、文化の振興に寄与することを目的に「新春講演

会」を開催した。 

(1)日 時：令和 7年 1月 29 日（水）15 時 30分 ～ 17 時 

(2)場 所：経団連会館 ダイアモンドルーム 

(3)内 容：講 師  作家  北 康利 氏 

 テーマ 「先人に学ぶ 変化の時代に生き残る経営」 

 

 

Ⅲ．協会加盟社への共益事業および協会組織強化活動 

 

1．総務委員会 

総務委員会は、協会の戦略会議としての位置付け、ならびに加盟社の経営に資す

る諸問題、制度問題などに対する活動、支援を中心に次の諸活動を推進した。 

（1）公益社団法人としての公益目的事業、予算等の管理および進捗状況の検証 

① 公益目的事業の運営状況、予算執行の状況等について進捗を管理し、運営上問 

題があれば必要に応じ理事会へ報告するなど、課題解決に努めた。 

② 公益認定等委員会に対し、事業計画、事業報告、役員の変更届等の必要な報告 

を行った。 

（2）第三種・第四種郵便制度を維持するため要望活動 

同制度維持のため日本専門新聞大会においてアピール活動、関係省庁および日

本新聞協会からの情報収集を行った。 

（3）すべての専門紙（誌）に対する「消費税軽減税率」適用要望活動 

現在、軽減税率適用の新聞は「週 2回以上の発行」と限定されているが、協会加

盟の多くの専門紙は軽減税率の適用除外となっているため、旬刊以上発行の新聞に

対して軽減税率が適用されるよう、引続き情報収集を行った。 

（4）著作権に関する研究・保護活動 

① 公益社団法人日本複製権センター（JRRC）と締結する包括許諾・複写使用料に

ついて、契約締結加盟各社 36社への分配を実施した。 

➁ 一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会（SARTRAS）からの授業目的

公衆送信補償金の著作権者への補償金の分配に向け、「分配委託業務契約」およ

び「委託団体補償金分配規程」に基づき、分配作業を行った。 

➂ 「出版物の著作権」を守るため、当協会が出版者（権利者）団体として関わっ

ている複製権管理団体の公益社団法人日本複製権センター（JRRC）および一般
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社団法人出版者著作権管理機構（JCOPY）との「著作物の複写等および電磁的複

製等の利用の許諾の代理をさせる委任契約」締結の促進を協会加盟各社に対し

て行った。 

（5）加盟社代表者顕彰、役員表彰、優良社員表彰、感謝状授与 

日本専門新聞大会（10 月 17日、帝国ホテル）において、協会運営に特に顕著な

功績があり、わが国文化の向上発展に貢献した加盟社代表者（3社）の顕彰および

長年にわたり会社業務に精励の優良社員（9社 16名）の表彰を行った。 

（6）日本専門新聞政治連盟との情報共有 

第三種郵便制度、軽減税率等の問題について日本専門新聞政治連盟と情報共有

に努めた。 

（7）協会運営に関する諸会議の開催 

協会諸会議のスムーズな運営などについて、調整を行った。 

（8）協会の組織体制強化のための諸規程の見直し、整備 

他の専門委員会とも連携し、協会入会規程（内規）の見直しを検討した。 

（9）当協会の事業、運営等の諸課題の対応を検討する組織改革委員会 

   当年度から組織委員会の中に組織改革委員会を設置し、従来の特命委員会の中・

長期的な課題を中心に引き続き検討を行った。 

本年度は、第 14 回委員会（令和 6 年 7 月 10 日）、第 15 回委員会（令和 6 年 8

月 21 日）、第 16回委員会（令和 6 年 12 月 5日）を開催し、内規の改正等につい

て検討を行った。その後、委員会の検討案に基づき 12 月 20 日開催の第 553 回理

事会において内規の改定を決定した。 

 

2．組織委員会 

専門新聞の社会的地位向上と協会の財政確立・組織強化を図るための新会員の加入

促進活動は次のとおりである。 

(1) 公益社団法人加入のメリットを整理するとともに内規の改善の検討を行った。 

(2)   新規入会活動により 1社が入会し、1社が退会した。なお、前年休会していた

１社が復会した。 

(3) 協会加盟専門新聞社・通信社の動向 

入会 1、退会 1 
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加盟社現況（令和 7年 3 月 31 日現在/80社） 

分  野  別 分  野  別 

医薬・歯科・化粧品      5 社 情報通信・通信販売      2社 

化学・ゴム          2社 食品・食料・醸造       5 社 

環境・エネルギー       3社 繊維・装飾・家具       1社 

機械・金属          1社 鉄鋼・セメント        1社 

行政・教育・文化       4社 電気・ガス・水道       3社 

金融・証券・税務       5 社 農業・林業・酪農       6社 

建設            16社 保険・社会保障・福祉     7 社 

交通・観光          6社 輸送・物流          7 社 

住宅・不動産         6社  

 

3．記者会委員会 

   公益目的事業「１．専門紙（誌）記者取材活動運営事業」を推進した。 

   詳細については、Ⅱ-１をご参照。 

 

4．広報委員会 

広く国民各界各層に日本専門新聞協会並びに専門新聞に対する認識をより一層深

めるための対外的な広報活動と、協会の活動を加盟各社に積極的に PRする内部的な

広報活動を以下の通り実施した。 

（1）対外的広報活動 

① 令和 6年 10 月に 2025年版「専門新聞要覧」を発行し、加盟各社に配布すると

ともに関係諸官庁、大公使館、全国図書館、各団体等へ配布した。 

② 協会主催の各種企画と講演会等に、国民各界各層からの参加を促すための PR

活動ならびに協会加盟社への協力要請を行った。また、第 77 回新聞週間にあわ

せ「キャッチフレーズ入選作」などを掲載した「日本専門新聞特集号」を発行

し、加盟社に発信するとともに、広く国民各界各層に広報活動を行った。 

➂ 専門紙（誌）に対する取材要請、閲覧申し込み等に対し積極的に協力をした。 

➃ 協会加盟紙に「読者総数 1,200 万人」の突き出し広告を掲載、またホームペー 

ジに写真コンクールの専用ページを掲載するなど積極的な広報活動を推進した。 

（2）内部的広報活動 

① 協会会報を令和 6 年 9 月（№146）、令和 7年 3 月（№147）に発行し、協会の

活動状況を各加盟社に広報した。大阪・関西万博の取材体制に関する情報などを
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掲載し、また、好評の「知っ得情報」「リーガル情報」の連載を行うなど多岐に

わたる情報を掲載し、加盟社とのコミュニケーションツールとして会報内容の充

実化を図った。 

② 新聞週間に合わせての「キャッチフレーズ入選作」、「写真コンクール入賞作品」

を掲載した大会特集号および「加盟社代表者顕彰、優良社員表彰」などを掲載し

た大会速報号を発行し、加盟社に発信するなどの広報企画の促進を行った。 

➂ 各委員会と連携を強化して協会活動の充実・強化を図るために、協会の事業計

画、予算および総会等について積極的な広報活動に務めた。 

 

5．国際交流委員会 

国際交流委員会は、経済・文化がグローバル化し、国際化の進む社会に対応すべく

交流・情報交換事業を行っている。今年度は、コロナ禍で延期した「日韓合同役員研

修会」（記念交流）を韓国で開催するなど、従前どおりの活動を実施した。 

(1)  韓国専門新聞協会との交流事業 

①  令和 6 年 5月 31 日～6 月 1 日、日本専門新聞協会と韓国専門新聞協会の合同役

員研修会を韓国・慶州において７年ぶりに開催した。「専門新聞の未来発展戦略」

をテーマとして、少子高齢化や SNS の普及等による情報伝達手段の変化と経営の

課題などについて討論を行うなど、有意義な交流を行った。 

➁ 令和 6 年 10 月 17 日、日本専門新聞協会主催による第 77 回新聞週間・日本専門

新聞大会フェスティバルへ韓国専門新聞協会を招待し交流した。 

③ 令和 6 年年 11 月 19 日、韓国ソウル市において行われる「韓国専門新聞の日記

念式典」へ当協会から、理事長、国際交流委員長及び事務局長が出席し交流を深

めた。 

（2）海外の専門新聞・専門メディア関係者及び各国大使館等との国際交流の促進事業 

日本専門新聞大会に各国大使館をご招待、交流を図った。 

 

6．情報化委員会 

加盟各社の経営に資するため、以下の取材体制整備を中心に資料の収集と加盟各社

への情報提供を行った。 

(1) 大阪・関西万博の取材体制の整備 

① 「2025 年日本国際博覧会」取材体制整備に関し協会から提出した要望のうち、  

「会場整備（建設状況）などの現地取材活動」について、大阪・関西万博協会から

建設中の会場予定地での取材活動の提案があった。これを受け、令和 6 年 5 月 27
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日に取材を希望する加盟社および協会事務局から 27 名が参加して共同取材を行っ

た。 

➁  令和 7年 1月、日本専門新聞協会は、「メディア関係者入場証（AD 証）」の対象 

6団体のひとつとされた。また、1月 31 日に「メディアガイドライン」および「AD 

証の発行手続き」等、3月には「メディアポータル操作」の説明会の案内があり参 

加した。 

➂ 引き続き、加盟社によるＡＤ証の申請・発行状況を把握し、取材活動のサポート

を行った。 

(2) 国土交通省の「スモールコンセッション」への対応 

国土交通省より、同庁が推進するスモールコンセッション（地方の空き家等の有効

利用などの官民共同事業）への協力依頼を受け、加盟社へ主体となるプラットフォ

ームの内容、参加方法などの情報提供を行った。なお、協会としてプラットフォー

ムに参加登録を行った。 

 

7．社会文化委員会 

社会文化事業については、協会加盟社の経営の向上及び国民各界各層の利益擁護に資するため、

次の活動を推進した。 

（1）公益目的事業「4．講演会の開催事業」を推進した。 

（2）加盟社の実務担当者や一般人を対象としたセミナーの開催 

令和6年11月14日、新橋カンファレンスルームにおいて、HRプラス社会保険労務士法人 佐

藤広一 氏を講師として迎え、「中小企業における人材育成マネージメント」をテーマ

として講演を行った。加盟社の経営者やシステム担当者等約20名が受講した。 

（3）令和7年度日本専門新聞大会フェスティバルおよび新春講演会の講師の選定について、役員

からの推薦に基づき候補者の絞り込み等の協議、調整を行った。 

 

8．新聞大会運営委員会 

  公益目的事業「２．新聞週間における日本専門新聞大会開催事業」を推進した。 

  詳細については、Ⅱ-2 をご参照。 

 

9．関西支部活動 

   本部活動の補完を図るため、関西に本社及び支社・支局を置く加盟社を対象に、

理事会承認のもと、次の活動を推進した。 

（1）支部総会・幹事会の開催 
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令和 6 年 5 月 10 日、第 57 回定時総会を日本専門新聞協会関西支部(水道産業新

聞社内 KWCサロン)で開催し、令和 5年度事業報告・同収支決算報告、令和 6年度事

業計画案・同収支予算案の承認を得た。併せて第 1回幹事会を開催した。 

(2）組織委員会と連携し、有力専門新聞社の新規加入促進を行った。 

（3）加盟社役員及び社員等を対象とした講演会、研修会、見学会､情報交換会の開催 

令和 7年 3 月 19 日、令和 6 年度の見学会を「科学を楽しむ文化の振興に触れる」

をテーマとして大阪市立科学館において実施した。見学会終了後、懇親会を開催して、

関西支部会員の交流と親睦を深めた。見学会に合わせて第 2回幹事会を開催した。 

（4）広報・取材活動の推進 

申込みのあった企業・団体へ「専門新聞要覧 2025」を配布した。 

(5)情報サービス事業の充実 

情報化委員会と連携し、2025年日本国際博覧会広報部の万博関係情報を加盟社へ

配信した。また、令和 5年 5月 22 日に同協会へ「2025年日本国際博覧会」取材に

ついての要望書を提出。その後も同協会広報部と折衝を重ねた。 

（6）他団体・組織等との懇談 

令和 6年 7月 11 日、「経団連関西会員懇談会」に出席した。 

（7）その他必要とする支部活動 

協会本部の事業活動を報告する一方、令和 6年度事業計画に基づく支部活動を積

極的に推進した。引き続き、専門新聞に課せられた社会的使命の遂行を図るととも

に、加盟社の健全な発展に努めたい。  

 

 

Ⅳ．栄誉関係 

 

○ 園遊会 

・令和6年秋の皇室主催の園遊会に次の加盟社代表者が協会を代表して招待された。 

    株式会社 日刊木材新聞社 代表取締役会長 岡田 直次 ご夫妻 

  ・令和 7年春の皇室主催の園遊会に次の加盟社代表者が協会を代表して招待された。 

    株式会社 大分建設新聞社 代表取締役社長 川邉 伴子 氏 

※総理大臣主催の「桜を見る会」は、令和 2年から中止されている。 

 

Ⅴ．渉外関係 
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1．一般社団法人日本経済団体連合会 

一般社団法人日本経済団体連合会主催の研修会、講演会等に出席、団体の運営に協力

した。 

 

2．東京経営者協会 

経営者団体相互間の連絡提携と、労使関係の人事・労働問題、環境問題等の推進の

ため、 協会を代表して理事長が常任理事として常任理事会、理事会、定時総会等、ま

た団体主催の研究会、講演会等に出席、運営に協力した。また、協会セミナーの講師

選定にあたり、情報収集の協力を得た。 

 

3．一般社団法人出版者著作権管理機構（JCOPY） 

出版物の複写に係る権利の管理、及び複写使用料の配分並びに著作権に関する情報収

集のため協会を代表して、副理事長、専務理事が、運営委員として諸会議に出席、そ

の運営に協力した。 

 

 

4．公益社団法人日本複製権センター（JRRC） 

出版物の複写に係る権利の管理、及び複写使用料の配分並びに著作権に関する情報収

集のため専務理事が、オブザーバーとして諸会議に出席、また、打合せを行うなどその

運営に協力した。 

なお、JRRCとの管理委託契約に基づき、毎年、加盟社（36社）の複製権使用料に係

る分配金及び業務協力金の支払いを受けている。 

 

5．一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会（SARTRAS） 

授業目的公衆送信補償金等の意見交換・情報収集のため、同管理協会（SARTRAS）の

構成団体である出版教育著作権協議会に、副理事長が理事会に、専務理事および事務局

長が運営委員会に出席し、その運営に協力した。 

なお、2024 年 1 月 25日付で SARTRAS と「分配業務委託契約」を締結するとともに、

協会における「受託団体補償金分配規程」を作成し、補償金分配業務を実施している。 

 

6．マスコミ倫理懇談会全国協議会 

マスコミの諸問題に関する調査研究、並びに報道の自由及び言論の自由を守るため、

協会を代表して専務理事が理事、運営幹事として運営幹事会、研究会等に出席。また記
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者会委員長および委員が東京地区マスコミ倫理懇談会の月例会に出席し、その運営に協

力した。 

 

7．公益財団法人 文字・活字文化推進機構 

    日本語を深く理解し、表現力、思考力や構想力を持った人づくりを目指し、言語力豊

かな国民生活と創造的な国の実現に向けて、その活動に協力した。 

 

8．公益財団法人明るい選挙推進協会 

国民の政治意識の向上、並びに各種公職の選挙が明るく行われるように推進するため、

その運動に協力した。 


